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１．はじめに 
 
都市交通計画における公共交通サービスの重要性が

指摘されて久しい。近年では，いくつか地方都市の都市

交通マスタープランの大きな柱として，都市の骨格を形

成する公共交通軸の整備が盛り込まれるようになってき

ているが，軸となる交通機関が明示されていないものが

多く，特にバス輸送に重要性ついてはそれほど深く認識

されていない。あるいは，具体的なイメージを欠いたま

ま，公共交通軸の概念のみが先行している懸念もある1)。

また，都市交通計画の中で公共交通軸としては位置づけ

られていないものの，中心市街地活性化や環境対策等の

目玉としてLRTが自治体や市民団体等の脚光を浴びてい

る。しかし，都市の中にLRTを導入すること自体が目的

とされているように誤解される例もいくつか存在してお

り，少なくとも都市計画やまちづくりを担う立場におい

ては，LRT等の交通機関はあくまで手段であって，まち

づくりが本来の目的であるという理解をもつべきである。 
一方，海外に目を向けると，都市規模や土地利用の

成長に対応した都市交通サービスのあり方が問われてお

り，世界中でバス輸送の役割が大きく見直されている。

特に，バス車両をベースとして高度化された交通システ

ムとしてのBRT(Bus Rapid Transit)が注目されており，

世界各都市で土地利用との整合が図られながら導入，及

び計画が進められている。我が国においてもその概念が

輸入されつつあるが2)，BRTの技術的側面が大きくクロ

ーズアップされているきらいもある3)。自治体の政策決

定時においては，政策代替案を横並びで体系的に評価す

る必要があるが，土地利用やまちづくりに対応したバス

輸送計画の評価手法は十分に確立されているとは言い難

い。昨今では，道路整備プロセスや鉄道プロジェクトに

おける体系的評価手法が整いつつあるが4) 5)，バス輸送，

BRTにおいては，その性能判定指標（パフォーマンス指 
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標）が明らかにされていないのが現状である。規制緩和

後，交通サービス提供の責任を負うことが予想される自

治体においては，まちづくりの骨格となる交通システム

の政策代替案としてのバス輸送やBRTについて，インフ

ラ整備に関する工学的な技術論，及び新規に都市交通シ

ステムを導入する際の政策判断の客観性を担保する評価

指標を明確にする必要性が高まっていると考えられる。 
また，これまでのバス輸送に関する研究においては，

事業者・自治体・利用者・沿線住民（環境への影響）と

いった路線バスの関連主体に個別に着目し，バスの輸送

能力や利用者評価，ネットワーク評価など，個別のパー

ツに特化したものが多く，総合的な都市交通計画という

視点を踏まえたバス輸送計画の研究は十分に行われてき

てない。例えば，沿道の都市活動は自動車やバスでの移

動需要として顕在化し，自動車需要は道路混雑というか

たちでバス輸送に負の影響を与え，一方バスの需要は，

停留所での乗降時間に影響を与え，結果としてバス輸送

自体のパフォーマンスに帰着する。本研究では，このよ

うなバス輸送のインフラ整備手法から運用方法，運行コ

スト，さらには沿道土地利用とのトレードオフの関連性

を踏まえたパフォーマンス指標の体系的整理を目指すも

のである。 
そこで，都市交通としてのBRTが担う役割に焦点をあ

て，BRTに関連するインフラ整備手法，及び運用の方法

論の確立に資するBRT評価のためのパフォーマンス指標

を体系的に整理すること，及び，今後の都市交通計画の

政策論を展開するための客観的評価指標の計測方法につ

いて理論的側面と実証的側面から明らかにし提案するこ

とを最終目標とし，その準備段階として，本研究では，

BRTの概念を踏まえ，交通計画策定の際に参考となる評

価指標の一覧と評価の考え方を整理し，既存研究のレビ

ューに基づく指標計測・評価の方法論について考察する。 
 
２．BRTの概念整理と導入事例 
 
（１）BRTの基本概念 

BRTはBus Rapid Transit（バス高速輸送）の略であり，

「バス専用道路等により軌道系交通と比較しても遜色の

ない機能を有し，かつ柔軟性を兼ね備えたバスをベース



とした都市交通システム」として定義される2)。BRTは，

走行空間・駅・車両・運用上の工夫を統合したシステム

であり，その特徴から，土地利用計画及び公共交通ネッ

トワークと整合を図ることが容易である（図１）。BRT
適用に際しては，サービスを行う市場や物理的な条件に

適切に対応することを目指し，多様な空間（地上や地下，

高架に完全分離された専用走行空間から，街路や幹線道

路における混在走行空間に至るまで）において段階的に

実行し，軌道系交通機関に比べて安価なコストで運用が

可能とされている。また，基本的にバス車両をベースと

していることからバス特有の整備の柔軟性を有し，通常

のバスに対してはその旅行速度および信頼性の改善を主

な目的として計画が進められている。 
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図１ BRTの基本概念2) 

 
（２）BRTの動向 
近年，BRTは世界中の都市で導入あるいは計画が進め

られており，特に米国では，FTA（米国運輸省公共交通

局）を主導とした戦略的検討・整備が進んでいる。欧州

においては，ボトルネックとなっている一般道の交差点

の混雑区間を回避するための部分的ガイドウェイシステ

ムの活用例や，従来のバス輸送がもつ悪いイメージから

の脱却を図ると共に，LRTでは対応できない勾配区間を

もつ都市で，LRTの代替交通機関としてゴムタイヤトラ

ムを導入した例などがある。また，米国でのBRTの成功

に影響を受けたオーストラリアでは，シドニーやブリス

ベンなどで，都市交通マスタープランの中でBRTを主要

な公共交通機関として位置づけ，整備が進められている。

さらには，台北，ソウル，ジャカルタなどアジア諸都市

や先進国以外の都市においても，バス専用道路の整備や

路線網の改編等をともなったBRTが普及している。 
BRTの研究事例については，BRTとLRTの性能比較評

価を行った例6），TRBによる事例整理と輸送力評価7）や

公共交通システムの評価方法に関するガイドライン8）等

が示されている。 

３．BRT評価のためのパフォーマンス指標の考え方 
 
（１）評価の視点 

BRTを含めた都市交通システムの評価に際しては，潜

在的利用者を含めた利用者側の視点，計画主体（運行主

体）の視点，自動車利用者の視点，沿道住民からの視点

の4つに大きく分類される（表１）。さらに，それぞれ

いくつかの評価指標を含んだ評価項目に分類されるが，

各評価指標の間には相互関係（トレードオフ）が多く存

在するため，総合的評価の際はそれらの効果を重複して

計測することのないように，注意深く検討していく必要

がある。また，整理された各種パフォーマンス指標を用

いて，BRTを含めた交通システムの適用可能性について

総合的な評価を行う場合には，計画主体（自治体等）の

政策判断の際に代替案となる他の交通機関とBRTの比較

検討に際し，費用対効果や沿線土地利用への影響を加味

した評価方法を検討する必要がある。 

表１ パフォーマンス評価の4つの視点 

評価の視点 考え方 指標例 

利用者 
既存の公共交通利用者と潜在的利

用者双方を考慮し，サービスの量

と質への認識を反映させる。 

移動時間，

快適性 

計画主体 
（運行主体）

どの程度，有効かつ効率的にサー

ビスが提供可能かを踏まえ，運行

管理に反映する。 

輸送力， 
費用効率性

自動車 
利用者 

公共交通システムと自動車との移

動時間やコストに関するトレード

オフを考慮する。 

移動時間の

変化 

沿線住民 
公共交通サービス提供に伴う沿線

への影響，交通行動パターンへの

変化を考慮する。 

環境指標，

モビリティ

指標 

（２）パフォーマンス指標の設定と総合評価の方法論 
交通システムの総合評価のためのパフォーマンス指

標の計測の設定に関しては，都市計画マスタープラン等，

計画主体の目標や目的との整合を図る必要がある。以下，

BRT導入を検討する際に必要と考えられるパフォーマン

ス指標の体系化の例（表２：最終頁）と測定プロセス，

及び総合評価プロセスについて考察する。 
①パフォーマンス指標の目標と目的 
評価に際しては，定量的に測定・推定可能な指標を

設定すべきであるが，検討の初期段階においては必ずし

も計測可能性のみを重要視せず，計画主体の政策目標と

連動して評価指標を検討すべきである。 
②関連主体・利害関係者・制約条件の特定 
表１に示したように，交通システム導入の際に影響

を受ける主体を整理し，それぞれにどのような制約条件

が存在するか特定する必要がある。 
③パフォーマンス指標の選択とコンセンサスの構築 
仮に評価指標を設定しても，指標計測のためのデー



タの収集が困難な場合，意思決定のためのコンセンサス

形成にとって意味のないものになる可能性がある。ただ

し，その重要性が高い場合は，アンケート調査や代替指

標の設定による評価の可能性を検討すべきである。 
④パフォーマンス指標の計測可能性・妥当性の検討 
実際に設定した指標の計測可能性の検討を行うと共

に，評価の際の有意性，妥当性の検証を行う必要がある。 
⑤パフォーマンス指標評価に基づく政策代替案の比較 
設定された指標に基づき，政策代替案における効

果・便益の算定を行とともに，事業主体の立場から評価

するため財務分析を行う。その上で，費用対効果等の推

定と比較を行い，当初の政策目標が達成度，都市全体へ

の影響についての評価を行う。 
⑥総合評価の実施 
上記の結果に基づきBRTを含めた政策代替案について，

総合的な評価を行うことになる。 
 

４．指標計測・評価の方法についての考察 
本稿においては具体の指標計測を行わないが，既存

研究の成果を参考に，互いにトレードオフの関係にある

指標の計測・評価方法についての考察を行う。 
 

（１）BRTの輸送力と表定速度，コストとの関係 
筆者ら 9）は，BRT の輸送力と表定速度の関係につい

て，仮想的なコリドー（バス専用道路）上での運用方式

の代替案を設定した上で，シミュレーション計算により

評価を行っている。また，各運用方式に要するコストを

与件としたコストモデルにより，他の交通システムとの

比較に基づき BRT が相対的に有利となる領域を示して

いる。ただし，シミュレーション計算においては，様々

な前提条件の設定が必要なことから，いかなる場面でも

上記の結果が成立するとは限らないため，実際の計画時

においては注意深く前提条件を整理する必要がある。 
 

（２）乗継抵抗と段階的整備の柔軟性 
都市内に新規で幹線交通機関の導入を計画する際，

例えばLRT とBRT が代替案として検討されたとする。

この場合の比較の視点は，都市の中で新規のシステムを

どう位置づけるか，全体の公共交通ネットワークの利便

性をどう高めていくか，という点になろう。この場合，

新たに発生するバス等との乗継の問題が深刻にならない

のであれば LRT 導入の意義は大きいが，バス路線の再

編や乗継システムがうまく機能しない場合には，バス専

用区間を活用した BRT のほうが効果的といえる。また，

LRT 等軌道系システムは，事業開始から開業までに相

当な時間を要するのに対し，バス車両をベースとした

BRT は一般道路も走行可能であるために初期の段階か

らサービスの提供が可能であり，バス専用道路を段階的

に整備していくことで，継続的に平均速度を向上させる

ことができる 10）。 

（３）パフォーマンス指標の設定・計測における課題 
上記で示したように，各指標間にはトレードオフの

関係が多く存在することは明らかである。例えば，BRT
の輸送力を決定する要因としては，空間的な制約，輸送

コスト，法的な制約などの制度面，運用方法などの技術

的側面，以上4つの側面が関係していることが指摘され

ている 9）。仮に，利用可能な空間と費用が無限であれ

ば，鉄道等の軌道系交通機関と同等の輸送力を実現可能

であるが，その場合には鉄道並みの大規模な停留所施設

や乗り継ぎターミナルが必要であり，運行に必要な乗務

員も増加するため人件費の負担が非常に大きくなること

を考慮しなければならない。また，空間的な制約が発生

する場合には，技術面での工夫が必要であり，開発費用

として輸送コストに反映されるとともに，現行の法制度

との関連を検討する必要がある。 
 
５．おわりに 
本研究では，BRTの概念整理を行った上で，交通計画

策定の際に参考となるBRT評価のためのパフォーマンス

指標の考え方を整理し，関連主体別のパフォーマンス指

標の体系化を試みた。また，パフォーマンス指標の設定

と総合評価の方法論についての考察を行った。 
今後は，理論的算定方法と実証データに基づく指標

計測を行うとともに，その方法論を明らかにし，政策決

定の際のBRT評価のための基礎資料を整備していく予定

である。 
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表２ BRT評価の際の関連主体別パフォーマンス指標の体系化の例 
評価指標 評価の単位（例） 説明 考え方，計測方法（□事前評価，■事後評価）

表定速度，乗車時間
・主要区間の所要時間（〇分短縮）
・路線全体の平均速度（〇km/h）

・従前の当該区間の所要時間との差
・停留所の停車時間を考慮した平均旅行速度

□車両性能，輸送力，乗車密度との関係式から算出
■実測値により算定（他交通機関との比）

遅れ時間 ・標準的な所要時間との差（〇分）
・運行ダイヤからの遅れ時間
・停留所停車時間等の変動により発生

□輸送力，乗客発生率等からシミュレーション評価
■実測値により算定

定時性（乗車時間の変動） ・所要時間の分散（〇分） ・運行ダイヤの乱れによる乗車時間の変動
□乗降人数の変動を与件としてシミュレーション評価
■実測値により算定

平均待ち時間 ・停留所における平均待ち時間（〇分）
・運行頻度の1/2，ダイヤを考慮した関数により設定
・幹線-支線接続による接続待ち時間を考慮

□運行頻度，乗降人数の変動を考慮して評価
■時間帯別，利用目的別に評価

遅れ時間（信頼性） ・運行ダイヤからの遅れ時間（〇分） ・運行ダイヤからの遅れ時間
□運行頻度，乗降人数の変動を考慮して評価
■実測値により算定

定時性（待ち時間の変動） ・停留所における待ち時間の分散（〇分） ・運行ダイヤの乱れによる待ち時間の変動
□乗降人数の変動を与件としてシミュレーション評価
■実測値により算定

乗車拒否率 ・停留所における積み残しの発生率（％） ・ピーク時車内混雑による乗車拒否率
□乗降人数の変動を与件としてシミュレーション評価
■実測値により算定

平均乗換え時間
・乗換えに要する時間（〇分）
・総移動時間に対する乗換え時間比

・バス，及び他交通機関との間の乗換え時間
・乗換え時間，乗換え抵抗を考慮した利便性評価

□乗換え施設，運行頻度を与件として評価
■実測値により利用者属性別に算定

平均乗換え回数
・各ODにおける平均乗換え回数（〇回）
・各属性別の乗換抵抗の時間換算値（〇
分）

・運行方式（幹線支線，直行）により評価
□運行方式を与件として算定
■利用者の移動パターン・意識調査により算定

費用 運賃
・運賃（円）
・乗継における追加運賃（円）

・ゾーン運賃制度や共通運賃制度，乗継割引を考慮
□利用者ニーズにより評価
■利用者意識調査により評価

平均アクセス時間 ・停留所までの平均所要時間（〇分） ・停留所までの平均アクセス時間
□■沿線居住密度とバス停間隔より算定
（乗車側/降車側の区別，エリア別の差異の扱い）

サービス提供時間 ・始発時間～終発時間（〇時間）
・始発～最終バスのサービス提供時間
・運行コストとのトレードオフが発生

□■利用者ニーズに基づき評価

運行頻度 ・時間帯別運行頻度（〇本/時間）
・１時間当たり運行回数
・ピーク時運行回数

□■運行コストのトレードオフを評価

分かりやすさ
・路線形態，迂回率等
・利用者の主観値（良・悪）

・ラウンドダイヤの設定可能性
・情報提供による分かりやすさの向上効果

□■運行効率性，運行コストとのトレードオフを評価

移動制約者の利用可能性
・自力でのアクセス，乗降可能性
・補助つきでの乗降可能性

・バス停と車内（乗車口）との段差有無
・バス停までのアクセスのしやすさ

□■車両，停留所の構造により算定，固定費用とのトレード
オフを考慮

停留所（駅）空間の快適性 ・バス待ちの負担感の貨幣換算（〇円） ・バス停での待ち時間の負担感，緩和可能性を考慮
□■利用者意識調査等によるバス停待ち時間との関連性評
価

座席率
・車内の座席数（席）
・利用者に占める着席率（％）

・バス車両定員に占める座席数
・利用者全体の着席率

□停車時間，運行効率性とのトレードオフを評価
■実測値により算定

安心感 ・停留所における夜間の明るさ等 ・停留所付近の明るさ，商業施設等の有無
□照明施設の検討，路線設定時に考慮
■利用者意識調査等により評価

安全性 車内事故発生率 ・車内転倒事故等の発生率（回/運行km） ・立ち席の快適性（危険性） ■実績値に基づき，他の交通機関との比較により評価

サービス圏域
・路線（停留所）カバー圏域，人数等
・沿線の生活関連施設数等

・バスサービスを行うエリアの広さ
・バス利用によりアクセス可能な施設数

□路線設定時に評価
（停留所設置間隔とのトレードオフを考慮）

サービス密度 ・エリア別路線数，運行頻度等 ・エリア別の運行路線数，運行頻度
□路線設定時に評価
（停留所設置間隔とのトレードオフを考慮）

停留所間隔 ・停留所間隔（ｍ） ・平均停留所間隔
□停留所配置最適モデル等により考慮（旅行速度，停留所
アクセス利便性とのトレードオフを考慮）

運行頻度 ・時間帯別運行頻度（〇本/時間）
・１時間当たり運行回数
・ピーク時運行回数

遅れ時間 ・標準的な所要時間との差（〇分） ・運行ダイヤからの遅れ時間

表定速度
・主要区間の所要時間（〇分短縮）
・路線全体の平均速度（〇km/h）

・走行時間，停車時間，ターミナル待機時間に依存

輸送容量
・断面輸送力（車両/時間/方向）
・乗客輸送力（人/時間/方向）

・断面車両輸送力/断面乗客輸送力
・単位距離あたり乗客輸送力

□乗客の変動を考慮したシミュレーション評価
■利用者発生密度，運行コストとのトレードオフを考慮

車両容量
・車両定員（人/車両）
・座席率（座席数/定員）

・車両定員と座席率 □車両の多様性を考慮

停留所，ターミナル容量
・停留所処理能力（台/時間）
・ターミナル処理能力（台/時間）

・乗降客数と車両停車時間より停留所，ターミナル処理能
力を評価→必要バース数，面積の算定

□停車時間を考慮したシミュレーション評価
■実績値により算定

運行効率（実車率）
・実車距離率（％）
・実車時間率（％）

・総走行距離に占める営業距離
・総走行時間に占める営業時間

運行効率（回送率）
・回送距離率（％）
・回送時間率（％）

・総走行距離に占める回送距離
・総走行時間に占める回送時間

初期費用 ・初期投資費用（円） ・車両購入費，道路整備費用，停留所整備費用等

運行費用
・年間運行費用（円/年）
・輸送費用原単位（円/人・km）

・年間総運行費用
・乗車人kmあたりのコスト

費用効率性
・年間運行費用（円/年）
・運行費用原単位（円/車両・km）
・運行費用原単位（円/車両・時間）

・実車率，車両回送距離（時間）を考慮
・車両走行1kmあたりのコスト
・車両走行１時間あたりのコスト

利用者数
・年間利用者数（人/年）
・年間総輸送人キロ（人・km/年）等

・システムの年間利用者数，及び総輸送人員×距離
□サービス水準とのトレードオフで需要が変化することを考慮
■実測値により算定

運賃収入等
・年間総運賃収入（円/年）
・運賃外収入（円/年）

・利用者運賃収入，及び運賃外収入
□サービス水準とのトレードオフで需要が変化することを考慮
■実測値により算定

安全性 事故発生率 ・事故発生率（回/運行km）
・既存統計資料より算出
・各交通機関との比較

□既存バス事故データにより算出
□ITSによる事故軽減（運転士負担軽減）策の検討

沿線土地利用への影響
・沿線土地利用の変化
・沿線人口密度の変化

・サービスレベル，停留所間隔との関係について分析
□既存海外事例等により考察
■事前事後比較により評価

自動車依存からの脱却 ・バスによる移動可能な交通行動パターン
・ODパターンのうち，当該路線が利用可能な交通行動パ
ターンを集計

□既存の交通行動パターンにより推計
■利用者アンケート等により手段転換率を算定

段階的整備の柔軟性
・計画策定から運営開始までの時間
・アップグレード，拡張の可能性

・部分的開業を含めた整備の柔軟性を考慮
・不確実性への対応可能性を考慮

□軌道系交通機関との比較分析

計画変更の柔軟性 ・路線変更，サービスレベル変更の柔軟性
・路線網改編等への対応可能性を考慮
・不確実性への対応可能性を考慮

□軌道系交通機関との比較分析

自動車
利用者

一般自動車
への影響

所要時間の変化等
・所要時間の変化率（％）
・旅行速度の変化（〇km/h）

・バス路線並行区間の自動車所要時間
・バス路線との交差道路の一般自動車に対する影響評価

□シミュレーションにより評価
■実測値により算定

沿道環境
への影響

環境影響評価 ・CO2，NOｘ，PM等の排出量 ・騒音，大気への影響を原単位ベースで評価
・技術革新による軽減率を考慮

□運行頻度と車両加減速を考慮したシミュレーション等

モビリティ指標
・モビリティ向上効果
・外出促進効果

・手段選択可能性の増加効果等
□利用者側指標を基に計算を工夫
■利用者満足度調査等により評価

沿道分断率 ・沿道分断率（％） ・平面専用道における運行頻度と沿線分断率の関係評価
□サービスレベル（運行頻度）とのトレードオフを考慮
■利用者満足度調査等により評価

沿線住民等

□仮想的orネットワーク等を考慮した上で評価
（他の交通機関との比較）
■実績値により算定

サービスレベ
ル

快適性

□運行コストとのトレードオフを考慮
■実績値により算定

経済性
（効率性）

生活への影響

計画的指標
（影響評価）

バス事業者
（計画主体，
運行主体）

輸送力
（容量）

利用者

空間的サービ
ス圏域

走行速度
（乗車時間）

乗換え時間

待ち時間

利用しやすさ

評価項目

 


